
地域別土砂災害危険度のインターネット公開 

【ＰＣ向けサイト】 
  http://sabo.civil.pref.hyogo.lg.jp/chiikidosya/ 
 
【携帯端末向けサイト】 
  http://sabo.civil.pref.hyogo.lg.jp/mobile/ 

  ※携帯端末向けサイトは、二次元コードにてＵＲＬの登録が可能です。 

地域別土砂災害危険度とは 

＊＊＊＊＊ 地域別土砂災害危険度の見方 ＊＊＊＊＊ 

スマートフォンで二次元コードを 
読み取って下さい 

「地域別土砂災害危険度」は、市町単位で発表される「土砂災害
警戒情報」を捕捉するため、市町内のどの地域が「土砂災害警
戒情報」の発表基準（土砂災害警戒基準）を超過しているかを示
す情報です。 
県内を１kmに細分したメッシュの色分けにより、２時間先までの
危険度を表示します。 
またメッシュをクリックすれば、これまでの降雨と今後の降雨予測
を考慮した危険度推移グラフをみることもできます。 
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土砂が発生する危険性のある渓流 

渓流を流れてきた土石流がたまり、災害のおそれがある渓流 
台地へ避難しましょう！ 

昭和13年の阪神大水害時の実際の災害区域 
（２４時間の雨量：３２６．８ミリ） 
（  １時間の雨量： ６０．８ミリ） 
堅固な建物の上層階へ避難すれば比較的安全です！ 

土石流の危険がある渓流です。 
大雨の時には谷や斜面にたまった土・石・砂が一気に流
れ出す危険のある個所を示しています。 

雨が降り続くとがけの地表に水がしみ込み、弱くなった斜 
面が瞬時に崩れ落ちる危険のある場所を示しています。 

比較的ゆるやかな斜面で、地表のすべりやすい面が地下 
水の影響などでゆっくりと動き出す危険のある場所を示し 
ています。 
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図中に示す記号の説明 
説     明 記  号 名   称 

土砂災害 
特別警戒区域 

がけ崩れ、土石流、地すべりが発生した場合、 
危害が生ずる恐れのある区域 

土石流危険渓流： 土砂と水が一気に 
流れ出す恐れのある渓流 

土石流 

地すべり 

急傾斜地の崩壊 
（がけ崩れ） 

神戸市広報紙（防災特別号くらしの防災ガイド）より 

急傾斜地の崩壊 
（がけ崩れ） 

土石流 
がけ崩れ、土石流が発生した場合、建築物に損壊が 
生じ、著しい危害が生じる恐れのある区域 

土砂災害警戒区域 

※指定手続き中、予定地を含む 
 
最新の情報は神戸市情報マップや兵庫県CGハザードマップでご確認ください。 

■土砂災害防止法とは■
土砂災害から国民の生命を守るため
土砂災害のおそれのある区域（土砂災害警戒区域等）を示して
・危険の周知、
・警戒避難体制の整備、
・開発行為の制限、
・建築物の構造規制、
・既存住宅の移転促進 等
ソフト対策を推進しようとするもの。

■土砂災害警戒区域の種類■

土石流の発生のおそれのある渓流において扇頂部から下流
で勾配が２度以上の区域

イ 地滑り区域（地滑りしている区域または地滑りするおそれのある区域）
ロ 地滑り区域下端から、地滑り地塊の長さに相当する距離
（２５０ｍを超える場合は２５０ｍ）の範囲内の区域

●危険箇所の対策工事（ハード対策）には膨大な時間と費用を要する。
●対策工事と併せて危険箇所を明らかにして、警戒避難体制の整備など
ソフト対策を充実させる。
●日頃の備え。早めの避難。

■何故土砂災害警戒区域を指定するのか？■

■土砂災害警戒区域に指定されると・・・■
危険の周知、警戒避難体制の整備が行われる

１ 市町村地域防災計画への警戒避難体制の記載

２ 災害時要援護者関連施設利用者のための警戒避難体制の整備

３ 土砂災害ハザードマップによる周知の徹底

４ 宅地建物取引業者は宅地建物の売買にあたり警戒区域内である旨について

重要事項説明を行うことが義務付けられている

■土砂災害特別警戒区域に指定されると・・・■

特定の開発行為に対する許可制、建築物の構造規制等が行われる

１ 特定の開発行為に対する都道府県知事による許可を要する

２ 建築物の構造に対する指定検査機関の確認を要する

３ 建築物の移転等の都道府県知事による勧告（支援措置有り）

４ 宅地建物取引業者は宅地建物の売買にあたり特定の開発行為の制限に関する

重要事項説明を行うことが義務付けられている

■警戒区域と特別警戒区域■

イ 傾斜度が３０度以上で高さが５ｍ以上の区域
ロ 急傾斜地の上端から水平距離が１０ｍ以内の区域
ハ 急傾斜地の下端から急傾斜地の高さの２倍以内の区域
（５０ｍを超える場合は５０ｍ）


